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 【 資 料 第 １ 号 】 
                                子ども家庭部幼児保育課 
 
文京区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例（平成二十六年条

例第二十五号） 
新旧対照表 

改正後 現行 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第四十二条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型

保育事業を行う者を除く。以下この項及び次項

において同じ。）は、特定地域型保育が適正か

つ確実に実施され、及び必要な教育・保育が継

続的に提供されるよう、次に掲げる事項に係る

連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は保育

所（以下「連携施設」という。）を適切に確保

しなければならない。ただし、連携施設の確保

が著しく困難であると区長が認める地域におい

て特定地域型保育事業を行う特定地域型保育事

業者については、この限りでない。 

第四十二条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型

保育事業を行う者を除く。以下この項において

同じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に

実施され、及び必要な教育・保育が継続的に提

供されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力

を行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下

「連携施設」という。）を適切に確保しなけれ

ばならない。ただし、連携施設の確保が著しく

困難であると区が認める地域において特定地域

型保育事業を行う特定地域型保育事業者につい

ては、この限りでない。 

一・二 （略） 一・二 （略） 

三 当該特定地域型保育事業者により特定地域

型保育の提供を受けていた満三歳未満保育認

定子ども（事業所内保育事業を利用する満三

歳未満保育認定子どもにあっては、第三十七

条第二項に規定するその他の小学校就学前子

どもに限る。以下この号及び次項において同

じ。）を、当該特定地域型保育の提供の終了

に際して、当該満三歳未満保育認定子どもに

係る教育・保育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設において受け入れ

て教育・保育を提供すること。 

三 当該特定地域型保育事業者により特定地域

型保育の提供を受けていた満三歳未満保育認

定子ども（事業所内保育事業を利用する満三

歳未満保育認定子どもにあっては、第三十七

条第二項に規定するその他の小学校就学前子

どもに限る。以下この号において同じ。）を、

当該特定地域型保育の提供の終了に際して、

当該満三歳未満保育認定子どもに係る満三歳

未満保育認定子どもの希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れて教育・保

育を提供すること。 

２ 区長は、児童福祉法第二十四条第三項の規定

による調整を行うに当たって、特定地域型保育

事業者による特定地域型保育の提供を受けてい

た満三歳未満保育認定子どもを優先的に取り扱

う措置その他の特定地域型保育事業者による特

定地域型保育の提供の終了に際して、当該満三

歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認

定保護者の希望に基づき、引き続き必要な教

育・保育が提供されるよう必要な措置を講じて

いるときは、前項第三号の規定を適用しないこ
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ととすることができる。 

３ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準第三十七条

第一号に規定する乳幼児に対する保育を行う場

合にあっては、当該乳幼児の障害、疾病等の状

態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の

供与を受けられるよう、あらかじめ、連携する

障害児入所施設（児童福祉法第四十二条に規定

する障害児入所施設をいう。）その他の区長の

指定する施設（以下この項において「居宅訪問

型保育連携施設」という。）を適切に確保しな

ければならない。ただし、居宅訪問型保育連携

施設の確保が著しく困難であると区が認める地

域において居宅訪問型保育を行う居宅訪問型保

育事業者については、この限りでない。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準第三十七条

第一号に規定する乳幼児に対する保育を行う場

合にあっては、当該乳幼児の障害、疾病等の状

態に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の

供与を受けられるよう、あらかじめ、連携する

障害児入所施設（児童福祉法第四十二条に規定

する障害児入所施設をいう。）その他の区の指

定する施設（以下この項において「居宅訪問型

保育連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。ただし、居宅訪問型保育連携施

設の確保が著しく困難であると区が認める地域

において居宅訪問型保育を行う居宅訪問型保育

事業者については、この限りでない。 

４ 事業所内保育事業を行う者であって、第三十

七条第二項の規定により定める利用定員が二十

人以上のものについては、第一項本文の規定に

かかわらず、連携施設の確保に当たって、同項

第一号及び第二号に係る連携協力を求めること

を要しない。 

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第三十

七条第二項の規定により定める利用定員が二十

人以上のものについては、第一項本文の規定に

かかわらず、連携施設の確保に当たって、同項

第一号及び第二号に係る連携協力を求めること

を要しない。 

５ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

提供の終了に際しては、満三歳未満保育認定子

どもについて、連携施設又は他の特定教育・保

育施設等において継続的に提供される教育・保

育との円滑な接続に資するよう、満三歳未満保

育認定子どもに係る情報の提供その他連携施

設、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育

て支援事業を行う者等との密接な連携に努めな

ければならない。 

 

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

提供の終了に際しては、満三歳未満保育認定子

どもについて、連携施設又は他の特定教育・保

育施設等において継続的に提供される教育・保

育との円滑な接続に資するよう、満三歳未満保

育認定子どもに係る情報の提供その他連携施

設、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育

て支援事業を行う者等との密接な連携に努めな

ければならない。 

付 則 付 則 

（連携施設に関する経過措置） 

第四条 特定地域型保育事業者は、連携施設の確

保が著しく困難であって、法第五十九条第四号

に規定する事業による支援その他の必要な適切

な支援を行うことができると区長が認める場合

は、第四十二条第一項本文の規定にかかわらず、

この条例の施行の日から起算して十年を経過す

る日までの間、連携施設を確保しないことがで

きる。 

（連携施設に関する経過措置） 

第四条 特定地域型保育事業者は、連携施設の確

保が著しく困難であって、法第五十九条第四号

に規定する事業による支援その他の必要な適切

な支援を行うことができると区が認める場合

は、第四十二条第一項本文の規定にかかわらず、

この条例の施行の日から起算して五年を経過す

る日までの間、連携施設を確保しないことがで

きる。 

 


